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前文 
 

現在、世界の経済及び生態系が危機にさらされている。そこで我々は、社会的経済を通じ「よ

りよい生活」「よりよい世界」を構築することが不可欠だと考える。社会的経済とは、信頼と

協力によりこれらの問題を解決し、共同体の連帯性を深める経済のことを指す。 

 

こうした精神を要約したものが、2013年11月5日に採択された「ソウル宣言」である。そして、

我々はさらに一歩踏み出し、社会的経済の体系的な発展と国際的な連帯のため、GSEFの憲章を

採択する。 
 

第一章 総論 

 

第一条 我々のアイデンティティー 

 

1.1 社会的経済の国際連帯のため、我々は非営利国際組織であるグローバル社会的経済協議体

 Global Social Economy Forum（以下、GSEF）を設立する。 

1.2 社会的経済とは、信頼と協力に基づき連帯の価値を達成する経済であり、地域共同体は社

会的経済の最も重要な土台である。 

1.3 社会的経済の主な主体は協同組合、共同体企業、社会的企業、信用組合とマイクロファイ

ナンス、そして非営利団体などであり、慈善団体や社会投資領域も社会的経済に含まれる。 

1.4  GSEFは、国家、人種、宗教、ジェンダーなど、あらゆる次元での差別や不平等をも認め

ない。 

1.5 GSEFは、多元的な発展を志向する。我々は、人間の本性にある多元性、社会的経済組織

の多元性、マクロ経済的な目標の多元性、政治的な目標の多元性を認め、これらの多元性

が調和するような発展を追求する。 

1.6 なかでもGSEFは、草の根組織の主体性を重んじており、この精神に基づき自治体及び政

府の政策が相互補完されるべきであると考える。 

 

第二条 我々のビジョン、任務、そして目標 

 

2.1 ビジョン：GSEFは、市場経済、公共経済、社会的経済及び生態の調和のとれた発展を志

向する。個人の能力を最大限に発揮させ、連帯により社会問題を解決へと導くのがまさに

上記のような発展である。GSEFは、こうした目的を達成するための国際的なネットワーク

である。 

2.2 任務：GSEFは、社会的経済団体や自治体との連携を通じ、良質な雇用の創出、公正な成

長（fair growth）、草の根民主主義の成長、持続可能な発展を追求する。このような人間

の尊厳性と生態の持続可能性が持つ価値は、GSEFの全ての活動が目指すべき基本理念であ

る。 

GSEFは、共有資源の量と質の向上に貢献し、これらの資源に対する公正なアプローチと使

用を促す。共有資源を取り戻すための鍵は、社会的経済の運営原理である信頼と協力であ

り、地域の生態系と文化、知識、歴史資源などすべての共有資源は、GSEFの重要な活動目

的である。 

2.3 目標：GSEFは、以下のような事業を継続的に推進する。 

1) GSEFは、世界中の社会的経済主体の経験を共有し、人的・物的交流を促進する。そのた

め、オンライン・オフラインでのプラットフォームを構築し、人的・物的交流の活性化の
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ための様々なプログラムを開発する。 

2) GSEFは、自治体と非政府機関が公共－民間－共同体パートナーシップを通じ、社会的経

済ネットワークを安定的に構築できるよう支援する。 

3) GSEFは、各地域における社会的経済協議体と支援組織の形成に向けた全ての取り組みを

支持し、それらの組織を通じて社会的経済の生態系が世界中に広がるよう様々な協同事業

を推進する。 

4) GSEFは、深刻な低開発と貧困に苦しむ発展途上国への支援責任について共感し、これら

の国々の経済、社会、文化、環境が改善されるよう、社会的経済の国際連帯と協力を推進

する。 

5) GSEFは、我々が追求する社会的価値と両立可能な世界中の様々な運動を支援すると共に、

人類が直面している問題を解決するための共同行動を推進する。 

6) GSEFは、各地域の社会的経済を支援するため、基金を助成できる。 

 

第二章 会員 

 

第三条 会員 

 

3.1 原則的に、GSEFの会員は次のように分類される。 

1) 正会員 

2) 準会員 

3) 名誉会員 

3.2 正会員 

1) 正会員は、自治体会員と社会的経済ネットワーク会員により構成され、総会での議決権

と被選挙権を持つ。 

2) 全ての地方自治体及び政府と、全国・地域単位の自治体の連合体及び協議体は、自治体

会員に加入できる。 

3) 様々な社会的分野に携わる地域・国家・大陸・大陸間・国際ネットワーク（中間支援組

織及び協議体）は、社会的経済ネットワーク会員に加入できる。 

3.3 準会員 

社会的経済関連組織で、GSEFの活動に積極的に参加したい組織は、準会員に加入できる。 

3.3 名誉会員 

名誉会員は、GSEFの活動や社会的経済分野に貢献した個人や団体に与えられる。名誉会員

は、GSEF運営委員会が推薦し、総会での承認を経てその資格が与えられる。 

 

第四条 会員の加入と退会 

 

4.1 加入：会員の加入は、運営委員会の検討と総会の承認を経て決定される。具体的な加入手

続きは別途の規定で定める。 

4.2 退会：会員は、事務局に書面で退会の意思を伝えることで退会できる。退会手続きは別途

の規定による。 

4.3 警告及び資格の停止：GSEF運営委員会は、会員がGSEF憲章を毀損したり、GSEFが求め

るビジョンや任務、目標、GSEF憲章を害したり、それに反するような態度を示したことが
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公式的に認知された場合、該当会員に対する警告または会員資格の停止手続きを踏むこと

ができる。運営委員会は別途に定めた手続きによって警告または資格停止の可否を決定し

なければならない。 

 

第五条 会員の権利と連帯 

 

5.1 権利 

1) 全ての会員はGSEFの活動とプログラムへの参加が可能であり、定められた手続きによっ

てGSEFの活動に関する全ての情報、資料、記録にアプローチできる。 

2) 会員は、自らの発展や共通目的の実現のため、GSEFの新たなタスク及び会員間の具体的

な連帯や協力方法を、総会などGSEF内の様々なコミュニケーションチャンネル通して提案

することができる。また、GSEFの意思決定プロセスにおいて、規定により与えられた権利

を行使することができる。 

5.2 連帯 

1) GSEFの全ての会員は、GSEFが推進するタスクとプログラムを支持し、これに協力する。 

2) 会員は、社会的経済の生態系拡大のため必要な経験・知識・情報をGSEF会員の間で共有

するなど、会員の相互交流に協力する。 

3) 会員は、適正な年会費を支払うことでGSEFの財政自立に貢献すると共に、社会的経済の

価値に従って連帯するよう努めるものとする。 

 

第三章 組織 

 

GSEFは、次のような意思決定及び執行システムを持つ。 

1) 総会 

2) 運営委員会 

3) 事務局 

 

第六条 総会 

 

6.1 総会：総会は、GSEF会員が任命した代表で構成され、GSEFの最高議決機関として次の

事項を決定する。 

1) GSEFの事業及び財政に関する事項 

2) GSEF会員の利益に関する事項 

3) 議長都市及び運営委員の選出 

4) 次期総会の開催都市の決定 

5) 憲章の修正 

6) 組織の解散 

7) その他、GSEFの組織と運営に関する重要事項 

6.2 総会の管理 

1) GSEFの解散とGSEF憲章の修正を除く総会の決定は、審議による合意に達しない限り、

出席した正会員の過半数の賛成によって下される。 

6.3 総会の開催 

1) 定期総会は2年ごとに開催され、開催地は総会で決定される。 
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2) 次期総会を開催しようとする自治体は、総会開催の90日前までに誘致提案書と自治体代表

の公式書簡を事務局に提出する。 

3) 次期総会の開催が決まった自治体は、官民共同準備委員会を構成し、開催日の1年前まで

に総会の推進計画書を事務局に提出する。 

4) 定期総会は開催地の自治体が、事務局との業務協約を通じ全て準備する。 

5) 臨時総会は運営委員会の委員全体の2/3の同意を得れば開催することができる。 

6.4 憲章の修正 

憲章の修正は、本会に在籍する正会員の3分の2以上の出席と、出席した正会員の3分の2以上

の同意により議決される。 

6.5 GSEFの解散 

1) GSEFの解散は、本会に在籍する正会員の3分の2以上の出席と、出席した正会員の3分の2

以上の同意により議決される。 

 

第七条 議長都市、共同議長及び運営委員会 

 

7.1 GSEFは、議長都市と運営委員会を置く。 

7.2 議長都市と共同議長 

1) 議長都市は総会で選出する。また、選出された議長都市の自治体代表と議長都市内の社会

的経済ネットワーク会員の中から選ばれた代表がGSEFの共同議長を務める。 

2) 議長はGSEFを代表し、GSEF総会を主催する。 

3) 議長都市と共同議長の任期は2年であり、連続で務めることも可能である。 

4) 議長都市に立候補する場合は、定期総会開催の60日前までに事務局に文書でその意思を表

示する必要があり、事務局は全ての会員に対して即座にその旨を伝えなければならない。 

 

第八条 事務局 

 

8.1 事務局 

1) 共同議長はGSEF事務局の事務局長を任命し、運営委員会はそれを承認しなければならな

い。 

2) GSEFは事務局を設け、大韓民国のソウルにその所在地を置く。 

3) 事務局は、総会と運営委員会の全ての決定事項を執行し報告しなければならない。また、

総会とその他の会議を支援しなければならない。 

4) 事務局の運営に必要な経費はGSEFが負担し、事務局が所在する都市は事務局の運営のた

めに必要な人材を追加で派遣することができ、事務局の基本的な運営に必要な支援をする

ことができる。 

5) 事務局は必要に応じて職員を採用すべきであり、国際労働基準に沿ってその職員と雇用契

約を結ばなければならない。 

8.2 特別分課：運営委員会は必要に応じて事務局に特別分課を設け、それを運営できる。 

 

第4章 財政 
 

第九条 財源 

 

9.1 GSEFの財源は、次のように構成される。 
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1) 会員の登録費及び年会費 

－登録費：GSEF加入の承認を得た会員は登録費を納入する。 

－年会費：運営委員会は会員のタイプ、規模、財政能力に応じてその年会費を決定し、会

員の経済・金融的な困難など例外的な状況を考慮した上で一定期間年会費を免除、軽減ま

たは支払い方法の代替を決定できる。 

2) GSEF会員を含む各自治体、国際機関及び認可された民間機関で出資した共同事業資金 

3) 特別寄付金：会員または非会員の自発的な寄付金 

4) 出版物の販売、イベントへの参加費及び各種契約によって発生した収益 

5) 非財政的な形の寄付金 

 

第10条 支出 

 

10.1 運営経費：事務局の運営経費、臨時総会の運営経費、運営委員会が承認したその他の費

用など、GSEFの運営に必要な経費はGSEFが負担する。 

10.2 事業経費：GSEFの事業のうち特定の地方政府で提案した事業の一部は、運営委員会の審

議を経て事業経費を該当事業を提案した自治体が分担するようにする。 

10.3 定期総会の開催費用：定期総会の開催費用は開催地域の自治体が準備する。 

10.4 基金：GSEFは各地域の社会的経済を支援するため、基金を使用できる。 

10.5 GSEFの会計年度は毎年1月1日から12月31日までであり、運営委員会は事務局が提出する

会計帳簿を監査し、必要な場合は公認の監査機関による会計監査を追加で実施することが

できる。 

 

第5章 付則 
 

11.1 この憲章は、創立総会で承認された日から即座に発効される。 


